
【先－17】 低炭素型複合施設建設におけるPPP導入可能性調査
（対象箇所：兵庫県川西市）

【実施主体】川西市

目的

①
平成25年度

川西市の既存施設のうち、「ふれあいプラザ」、「中央公民館」、ならびに「文化会館」は、老朽化等により建て替えが必要な施設と位置付けられている。これ
らについては、機能を再編整備し、低炭素型複合施設として整備することを検討している状況にある。

このような状況の中、本調査では、低炭素型複合施設の整備に係る基本構想を策定するとともに、施設の建設・運営段階において民間事業者の創意工夫
やノウハウを積極的に活用することによる効率的かつ質の高い公共サービスの提供をめざして、官民連携型の事業手法の導入可能性について検討する。

１ 整備基本構想の策定
２ 事業スキームの検討
３ 民間事業者の参画可能性の検討
４ リスク分担の考え方

■平成２４年度
・公共施設の老朽化・耐震化対策等を目的として、複数の公
共施設を再編整備する複合施設の建設を市の第五次総合
計画の中で規定した

目次 これまでの経緯 施設の概要

福祉・保健関連施設、文化関連施設及び付帯
施設（民間収益施設、駐車場等）の複合施設
を整備する。

４ リスク分担の考え方
５ ＶＦＭの検証
６ 総合評価及び課題の整理
７ 今後の課題
８ 実施方針骨子

計画の中で規定した。

・国土交通省の先導的都市環境形成促進事業にて「中央北
地区低炭素まちづくり計画」を策定した。

・複合施設は当該計画地区内に立地することから、民間活力
を活用し、低炭素型複合施設として整備することとした。

結論

１ 複合施設の整備・維持管理・運営の官民連携スキーム

（１）福祉・保健関連施設、文化関連施設の事業スキーム
・ 適な官民連携スキームを以下の手順で検討した結果、「PFI方式（BTO方式）」が適当と評価した。

公共施設再配置のイメージ

１ 公有財産の施設整備の手法を整理する。

２ 前提条件である「設計、施工、維持管理・運営が一体的に実施可能な手法」を、適用可能性のある事業手法とし
て選択する。

３ 事業実現にあたり重視する事項を「指標」に設定し、指標を用いて２で選択した手法について定性的な評価を行
い、結果より 適手法を選定する。

適な官民連携スキ ムを以下の手順で検討した結果、「PFI方式（BTO方式）」が適当と評価した。

評価結果

【評価理由】

指標１：施設入居者は市や社会福祉法人等の公的機関等であり、運営は各機関等で行うことから、民間
事業者が施設を所有するスキームを採用する意義は低く、施設を所有しない方式が適している。

指標２：市による適切なサービス対価の支払いがあり、金融機関による財務モニタリングによって安定し
た事業継続が可能な方式が適している。

複合施設のイメージ（断面図）

指標
評価結果

PFI方式 DBO
方式

賃貸方式
BTO BOT BOO 借地 借家

指標１ 民間事業者に施設所有に関するメリットが生じるか ○ × × ○ × ×
指標２ 金融モニタリング等による安定的な事業継続が可能か ○ ○ ○ × × ×
指標３ 市の財政負担を平準化することが可能か ○ ○ ○ × ○ ○



結論（続き）

②
平成25年度

３ エネルギーマネジメント

【先－17】 低炭素型複合施設建設におけるPPP導入可能性調査
（対象箇所：兵庫県川西市）

【実施主体】川西市

事業者選定ジ

・運営時、民間事業者にエネルギー使
用量の分析、使用計画立案、エネル
ギー監視・制御等を委ねることで、継
続的な低炭素化・ライフサイクルコスト
の縮減が期待できる。

指標３：市の財政負担を割賦払いにより平準化できる方式又は市が施設の賃貸料金のみを支払う方式が適している。

（２）民間収益施設の事業スキーム
・収益性が見込めることから、市が所有する用地もしくは複合施設の一部を民間事業者に有償で貸し付ける方針とした。

・貸付条件は、民間事業者の自由な事業参入意欲向上を図るため、用地規模・施設レイアウトについては自由提案とし、
貸付料の減免、歩合制等の貸付料設定を工夫をすることを検討する方針とした。

実施方針・要求水準書
公表

要求水準書に

対する意見受付

事業者選定フロースケジュール

平成26年
6月頃

事
前
提
案

・複合施設に適した低炭素技術の採用を目的として、民間事業者の募集・選定段
階における事前提案制度の導入可能性及びスキームを検討した。
事前提案①（入札公告前）：本事業の実施に関心のある民間事業者から、入札
告前 低炭素技術 関する事前提案を受 付 優れた技術提案 導 が

２ 低炭素技術の導入スキーム（民間事業者の提案スキーム）
【課題と対応策】

・民間事業者の業務継続の動機づけが
課題となる。上記業務内容の詳細を
要求水準として規定し、水準未達の場
合は維持管理費等を減額することで
対応する

貸付料 減免、歩合制等 貸付料設定を 夫をす を検討す 方針 。

要求水準修正

予算反映

意見精査

（ヒアリング）
案
①公告前に低炭素技術に関する事前提案を受け付け、優れた技術提案の導入が

可能となるよう、要求水準や予定価格へ反映する。
低炭素技術の多様な提案を受け入れる余地を広げることを目的とする。
事前提案②（入札公告後）：本事業への入札参加表明を行った民間事業者から、
低炭素技術に関する提案概要を受け付け、提案技術の要否を判断する。入札参
加者は判断結果に基づき 提案の見直しを行う

対応する。

・運営時、民間事業者に地域の協議会
等との協働でのアトリウム等でのイベ
ント開催や、低炭素技術に関する情

４ エリアマネジメント

提案受付

提案審査

審査結果通知

10月頃 入札公告

事
前
提
案
②

加者は判断結果に基づき、提案の見直しを行う。
入札参加者が市が期待する技術提案に注力することを目的とする。

【期待できる効果】
・多様な低炭素技術を採用できる余地が広がる。
・民間にとっても、自社が得意とする技術採用の余地が広がることで技術提案のイ
ンセンティブとなる。

ント開催や、低炭素技術に関する情
報の発信交換、市民に対する啓発活
動等の実施を委ねることで、エリア全
体での低炭素化の促進とともに、地
域の連携強化や賑わい創出等が期
待できる。

【課題と対応策】
入 札

審 査

落札者決定

12月頃

2月頃
平成27年

。
【課題と対応策】
・多種多様な低炭素技術の中から、本事業に も適したものを評価・採用できる審
査体制を整える必要がある。

・事業者選定委員会に低炭素技術の有識者からなる専門部会を設立して対応す
る。

【課題と対応策】

・要求水準の設定とモニタリング方法
が課題となる。

・市民や有識者を含む会議体を設置し、
目標や指標を設定し、その履行状況
を確認する方法等を検討する

事業化に向けた今後の展望

を確認する方法等を検討する。

【事業化にあたっての主な課題】
１ 低炭素技術に係る要求水準等の設定

・市が求める低炭素型複合施設を確実に実現するため、要求水準の設定方法、技術提案の提
案様式及びその加点評価方法を整理する必要がある。実施事項

実施時期

H26 H27 H28 H29 H30～
２ モニタリング手法の設定

・複数の運営業務が含まれる事業となることから、良好な公共サービスを継続して提供する動機
付けとなるモニタリング手法を整理する必要がある。

３ 中央北地区の活性化
・地区全体の活性化に向けたエリアマネジメント業務の内容を整理する必要がある。

H26 H27 H28 H29 H30

民間事業者の募集・選定

施設整備（設計、建設）

開設・供用開始、運営管理


